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規制影響分析書

平成 ２０年 １０月

規制の名称 労働者派遣事業における派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派
遣料金に占める割合等の情報提供義務の創設等

主管部局・課室 職業安定局需給調整事業課
関係部局・課室
関連する政策体系

基本目標 Ⅳ 経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働市場にお
いて労働者の職業の安定を図ること

施策目標 １ 労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強
化すること

施策目標 １－１ 公共職業安定機関等における需給調整機能を強化するこ
と

個別目標４ 労働者派遣事業、職業紹介事業等の適正な運営を確保する
こと

１．現状・問題分析とその改善方策(規制の新設・改廃の必要性)
派遣元事業主が増加する中で、派遣労働者及び派遣先が良質な派遣元事業主を選択

できるようにし、また、派遣労働者として安心・納得して働くことができるようにする
ためには、派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める割合等について情報
提供を進めること等が重要である。
現状・問題分析に関連する指標

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９
１ 派遣労働者数 単位：万人 50 85 106 128 133（ ）
２ 派遣元の事業所数 22,148 30,033 38,827 51,540 70,066

（一般と特定の合計）
（単位：所）

(調査名・資料出所、備考）
・ 指標１は 「労働力調査詳細結果 （総務省統計局）によるものである。、 」
・ 指標２は、職業安定局需給調整事業課の集計によるものである。
・ 指標２の「一般」とは一般労働者派遣事業を 「特定」とは特定労働者派遣事業を、

それぞれ指す。

２．規制の新設・改廃の内容・目的
内容・目的
派遣労働者及び派遣先が良質な派遣元事業主を選択できるようにするため、派遣料金

と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める割合等についての関係者に対する情報提
供義務等を創設する。
根拠条文

３．便益及び費用の分析
（１）期待される便益
【派遣労働者への便益 （便益分類：Ａ）】

派遣労働者が安心・納得して働くことができるようになる。
【社会的便益 （便益分類：Ａ）】

派遣元事業主の間の適切な競争が促され、労働者派遣事業の運営の適正化が期待でき
る。

※ 便益分類については 「Ａ：現状維持より望ましい効果が増加 「Ｂ：現状維持と同、 」、
等 「Ｃ：現状維持より望ましい効果が減少」のいずれか該当する記号を記入。」、
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（２）想定される費用
遵守費用 （費用分類：Ｃ）
派遣元事業主は、派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める割合等に関

する情報を提供しなければならないこととなる。
行政費用 （費用分類：Ｃ）
派遣元、派遣先及び派遣労働者に対して周知するための費用が発生する。

その他の社会的費用 （費用分類：Ｂ）
その他の社会的費用は発生しないものと考えられる。

※ 費用分類については 「Ａ：現状維持より負担が軽減 「Ｂ：現状維持と同等 「Ｃ、 」、 」、
：現状維持より負担が増加」のいずれか該当する記号を記入。

（３）便益と費用の関係の分析結果（規制の新設・改廃の総合的な評価）
派遣元事業主が情報提供に要する費用が生じるが、インターネットを通じての情報提

供や、登録者に対する説明会等の場で説明するという対応も考えられることから、過度
の追加的な負担は発生しないものと考えられ、派遣労働者が安心・納得して働くことが
できるようになり、また、労働者派遣事業の運営の適正化が図られることの便益の方が
大きいものと考えられる。

４．代替案との比較考量
（１）想定される代替案

個別の派遣労働者毎に個別の派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める
割合の説明を行う。

（２）代替案の便益及び費用の分析
①期待される便益
【派遣労働者への便益 （便益分類：Ａ）】

個々の派遣労働者にとって、自らの派遣就業に関する派遣料金と派遣労働者の賃金
の差額の派遣料金に占める割合が説明されることになり、安心・納得して働くことが
できるようになる。ただし、個別の割合の計算が困難な場合もあり、必ずしもそのよ
うな便益が得られるとは限らない。
※ 便益分類については 「Ａ：現状維持より望ましい効果が増加 「Ｂ：現状維持と、 」、

同等 「Ｃ：現状維持より望ましい効果が減少」のいずれか該当する記号を記入。」、

②想定される費用
遵守費用 （費用分類：Ｃ）
一の労働者派遣契約において複数の派遣労働者について労働者派遣をする等の場合

には、当該割合の計算が困難な場合があるが、その場合であっても、個別の労働者派
遣契約ごとに、派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める割合を計算し
なければならないこととなる。また、当該派遣契約からどの程度の割合を得ているか
という企業活動における経営情報を個別に説明することとなる。
行政費用 （費用分類：Ｃ）
派遣元、派遣先及び派遣労働者に対して周知するための費用が発生する。

その他の社会的費用 （費用分類：Ｂ）
その他の社会的費用は発生しないものと考えられる。

※ 費用分類については Ａ：現状維持より負担が軽減 Ｂ：現状維持と同等 Ｃ、「 」、「 」、「
：現状維持より負担が増加」のいずれか該当する記号を記入。

③便益と費用の関係の分析結果(新設・改廃する規制との比較)
代替案では、①当該割合を個別に説明・計算するために多額の費用を要すること、

②当該個別の派遣契約からどの程度の割合を得ているかという経営情報を説明するこ
ととなるが、当該派遣労働者の派遣料金は、実際に就業しなければ説明されず、派遣
元の選択に資さないことから、派遣料金の平均額および派遣労働者の賃金の平均額を
公開する新設する規制の方が望ましいものと考えられる。
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５．有識者の見解その他関連事項
労働政策審議会建議「労働者派遣制度の改正について （平成２０年９月２４日）に」

おいて以下のとおり報告されている。

Ⅱ 具体的措置について

３ 派遣労働者の待遇の確保について

（４） 派遣料金、派遣労働者の賃金、これらの差額の派遣料金に占める割合等の
事業運営に関する情報の公開義務を派遣元事業主に課すことが適当である。

（５） 派遣労働者等に対し、事業運営に関する状況、具体的な待遇決定の方法、
労働者派遣制度の仕組みの説明を行う義務を派遣元事業主に課すことが適当
である。

６．一定期間経過後の見直し（レビュー）を行う時期又は条件
改正法の附則において、この法律の施行後５年を目途として、当該改正法の施行の状

況等を勘案しつつ検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の
措置を講ずるものとされている。


